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発電形式ごとの特性と抜本的な改革の方向性(第６回研究会整理） 

水力発電 
○ 昼夜を問わず継続的に稼働できるため安定供給性に優れている。 
○ 電力会社との長期基本契約が終了した後は収入が減少するリ 
 スクがある。 
○ 施設の老朽化が進んでいる場合、更新投資に見合った収入が 
 得られないリスクがある。 
○ 他の利水者との連携や調整、渇水時の水運用など下流域の住 
 民への配慮などが必要。 

○ 発電量が自然の状況に左右されやすく、供給も収入も不安定。 
○ 故障が多く維持管理コストがかかる。また、発電が継続できなく 
 なることにより収入が得られないリスクがある。 
○ すべての施設において固定価格買取制度の適用を受けており、 
 調達期間終了後に収入が減少するリスクが高い。 

ごみ発電 
○ 自然状況に左右されないため安定供給性に優れている。 
○ 固定価格買取制度の認定を受けている施設は50％を超えてお 
 り、調達期間終了後に収入が減少するリスクがある。 
○ ごみ焼却により生じる熱量が有効活用できる。 

太陽光発電 

風力発電 

抜本的な改革の方向性 

○ 経営状況や施設の老朽化の状況に応じて、電力システム改革の動向 
 や長期基本契約の終了時期を踏まえて、民間譲渡を検討。 
○ 公営企業として存続する場合は、 
 ・民間活用等を進めつつ、経営の効率化を推進。 
 ・エネルギーの地産地消をより推進する仕組みを検討してはどうか。 

○ 一般会計から独立した公営企業として行う必要性について、再検討が 
 必要ではないか。 
○ 自治体が運営するごみ焼却施設と一体となって事業を行っている場合  
 は、電気事業のみで民間譲渡の検討は難しいが、民間活用を進めつつ、 
 経営の効率化を推進するべきではないか。 

○ 施設の稼働状況や施設の老朽化の状況に応じて、投資を回収できない 
 リスクや固定価格買取制度の調達期間終了時期を踏まえて、廃止・民間 
 譲渡を検討。 

○ 施設の稼働状況や施設の老朽化の状況に応じて、固定価格買取制度 
 の調達期間終了時期を踏まえて、廃止・民間譲渡を検討。 

○ 発電量が自然の状況に左右されやすく、供給も収入も不安定。 
○ すべての施設において固定価格買取制度の適用を受けてお 
 り、調達期間終了後に収入が減少するリスクが高い。 

発電型式ごとの特性 

いずれの場合でも、剰余金がある場合は、 公営電気事業者とし
てどのような活用が望ましいか検討すべきではないか。 

１ 



電力設備別事故率の推移及び風力発電の事故の要因 

２3 

※「平成26年度 電気保安統計」データより作成 

○ 平成26年度の事故率を見ると、水力発電所は1.19件/100万kW、 
 太陽電池発電所は2.69件/100万kW 、風力発電所は19.1件/100万 
 kWとなっている。   ※100万kWは大型発電所１施設あたりの発電能力に相当 

 

○ 風力発電所の過去５年間の事故率の推移を見ると、近年は下降 
 傾向にあるが、他の電力設備より高い割合となっている。 

事故率（件数/100万kW） 

１．電力設備別事故率の推移 

○ 風力発電を含む新エネルギー発電施設設備に係る事故対応・原因究明及びこれらに基づく技術基準の改 
 正等をミッションとして、経済産業省において、平成25年度に専門家会議（新エネルギー発電設備事故対応・ 
 構造強度ワーキンググループ）を設置。 
○ 風力発電の事故原因の分析が行われ、第５回ワーキンググループ（平成26年10月17日）において、 
  ・設計・製造不良や雷害等が事故の根源的要因であるものの、定期的なメンテナンスを徹底することにより、 
   事故以前の段階で不具合を解消することが可能であった事例が多い。 
  ・比較的短い運用期間で事故が発生。①事故事例を踏まえた技術基準の整備、②適切なメンテナンスの 
   徹底により、設備の安全性・保安水準を高めていくことが不可欠 
 とされた。 

２．風力発電の事故の要因 



３4 平成28年3月22日 産業構造審議会 電力安全小委員会（第12回）資料抜粋 

 平成29年４月から風力発電設備の定期検査制度が導入されることとなっており、現在経済産業省
において、詳細の制度設計が行われているところ。 

風力発電設備の定期検査制度の導入について 



 

○ 平成27年度決算の状況は以下の通り。 
  ・ 収益的収支比率     ：平均の約２倍 
  ・ 設備利用率        ：平均の1.2倍  
  ・ 他会計からの繰り入れ ：なし  
○ 運転をスタートした平成11年度以降、収益的収支比率は100％を超えて推移しており、 
 固定価格買取制度導入前からも毎年度黒字の安定経営を行っている。 
○ 地方債償還は平成27年度で終了。投資コストが回収できている。 

風力発電事業における参考事例（北海道：苫前町） 

２．経営の状況 

 

○ 日本海沿岸地域特有の強風を有効な資源ととらえ、平成７～８年度にかけて風況調査等を実施した結果、日本有数の風力 
 発電施設最適地であることが実証された。 
○ 平成10年度から３基の風力発電施設の建設工事に着手。平成11年度より順次運転をスタートし、平成12年度にすべての施 
 設の供用を開始した。 
○ 周辺地域において民間事業者２社も計39基の風力発電所を運営。 
○ 町として、風力発電事業をまちづくり事業の一環として位置づけ、積極的に取り組んでいる。 

１．検討の背景及び経緯 

 

○ 適地で実施 
 ・ 強く安定した風が吹く（年平均風速６m/s程度） 
 ・ 機材を運ぶ幅広のアクセス道路を完備し、メンテナンス及び故障対応を速やかに行い、 
  維持管理コストを削減。 
 ・ 送配電事業者の送配電線の近くに立地することにより、電源線※を設置する費用及び 
  維持管理コストを削減。 
   ※電源線･･･発電所から送配電事業者の電力系統へ送電するため、発電事業者の負担で設置する送配電線 

３．安定経営のポイント 

○夕陽ヶ丘ウインド 
ファーム 〜風来望 
・発電所出力 2,200kW 
・基数 ３基 
 

苫前町 

○ユーラス苫前 
ウィンドファーム 
・発電所出力 20,000kW 
・基数 20基 
○苫前ウィンビラ発電所 
・発電所出力 30,600kW 
・基数 19基 
 

民間事業者 ４ 



電気事業における経営指標の考え方（第６回研究会を踏まえて整理） 

５ 

 
○ 電気事業の抜本的な改革の検討にあたっては、経営の状況・リスクが判断材料とな 
 り得るため、そのための指標が必要。 
○ 経営比較分析表の作成にあたっては、発電形式別の特性を反映させるため、経営 
 のリスクについては、電気事業全体の経営比較分析表に加え、発電形式別の経営比 
 較分析表も作成することを検討する。 
 

経営の状況 
自団体の経年比較や他団体比較を行うことにより、経営の状
況を把握できるものであること 

経営のリスク 
設備利用率や固定価格買取制度の適用施設割合等により
将来的な経営リスクを把握できるものであること 



①資金不足比率 
②発電形式別施設数・最大出 
 力 
③最大出力の推移 
④年間発電電力量の推移 
⑤年間電灯電力料収入 
 （ＦＩＴによるもの、ＦＩＴ以外に 
  よるもの） 
⑥小売事業の有無 
⑦地域のエネルギー会社の 
 有無 
⑧料金契約終了年月日 
⑨ＦＩＴ適用終了年月日 
⑩地産地消エネルギーへの寄与度 
⑪売電先 
⑫剰余金の使途 

６ 

経営の状況 

指標 算式 指標の用い方・効果 

１ 経常収支比率 経常収益÷経常費用 
100%を超えていても、経常収益について、料金収入以外の収入に依存している場合は、営
業収支比率や他会計負担金比率等と併せて分析し、経営改善を図っていく必要 

２ 営業収支比率 営業収益÷営業費用 
100％未満の場合、料金収入で発電に係る経費を賄うことができていないことを表すため、
経営改善を図っていく必要 

３ 流動比率 流動資産÷流動負債 
100％未満の場合、１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わなければならない
負債を賄えておらず、経営改善が必要 

４ 供給原価 

｛経常費用－（受託工事費＋材料
及び不用品売却原価＋附帯事業
費）－長期前受金戻入｝÷（年間
発電電力量－自家用電力量） 

サービス１単位あたりの提供について、どれだけの費用がかかっているかを経年比較や他
団体比較をすることにより、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善を検討す
る必要 

５ 

EBITDA（減価償却
前営業利益） 

当期純利益＋減価償却費
＋支払利息等 

営業利益に減価償却費等を加算してキャッシュベースの利益に直した指標 

※緑色の網掛けは上下水道にない新指標   
※赤字は第６回研究会後に加筆修正した事項 基本情報 

電気事業における経営指標案（第６回研究会を踏まえて整理） 

経営のリスク 

指標 算式 指標の用い方・効果 

６ 設備利用率 
年間発電電力量÷（最大
出力×24h×365日） 

本来備えている発電能力をどの程度発揮できているかを経年比較や他団体比較し、
経年で減少傾向にある場合や他団体平均より下回っている場合は、その原因につい
て分析し、改善へ向けた検討が必要 

７ 修繕費比率 
修繕費÷（総費用-人件
費） 

施設修繕、管理やメンテナンスにかかっている割合を把握し、経年比較や他団体比較によ
り、修繕費が嵩んで収支が悪化している場合には、計画的な修繕方法等の検討を行う必要 

８ 

企業債残高対料
金収入比率 

（企業債残高－一般会計等負担
額）÷料金収入 

収益に対して投資が過大になっていないか、将来の償還財源を確保できるのか、といった
詳細な分析が必要 

９ 

有形固定資産減
価償却率 

（有形固定資産減価償却累計額
÷有形固定資産のうち償却対象
資産の帳簿原価）×100 

保有資産がどのくらい法定耐用年数に近づいているかを把握・分析し、中長期的な観点か
ら更新計画を立てることが必要 

10 ＦＩＴ適用施設割合 
ＦＩＴ適用施設数÷当該団
体の全ての施設数 

固定価格買取制度により売電価格が保証されている施設がどれだけあるかを把握し、調達
期間終了後、固定価格買取制度に頼らない経営についての検討を行う必要 

11 ＦＩＴ収入割合 
ＦＩＴ適用施設による料金収
入÷料金収入 

固定価格買取制度による収入がどれだけあるかを把握し、調達期間終了後、固定価格買
取制度に頼らない経営についての検討を行う必要 

FTI収入割合と

同趣旨の指標
であるため削除 

発電形式別に作成 

人件費は発電形式別に分け
て算出できないことから除く 
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